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6 月定例会の会期は 6 月 5 日から 6月 28 日まで！ 
  

さいたま市議会 6 月定例会は 6 月 5 日から２８日までの日程で開会しています。 

今定例会に提出された議案は、風しんの抗体検査と予防接種を行うための費用や市立高等学校の

体育館の空調機設置工事に向けた設計費などを盛り込んだ補正予算議案 3 件、思い出の里市営霊

園の樹林型合葬式墓地の新設に伴う条例改正や幼児教育・保育の無償化に伴う条例改正など条例

議案 13 件、一般議案 7 件、道路議案 2 件、人事議案 10 件、合計３５件です。 

令和元年 10 月から開始される幼児教育・保育の無償化に伴う条例改正や補正予算が提出され

ていますが、現在保育料の一部として徴収している保育所の 3 歳から 5 歳の給食に係る副食材料

費について実費徴収となることなど、分かりづらい制度となっています。市民の皆様にご理解い

ただける制度となるようしっかりと審査に臨んでまいります。 

市民目線に立ってしっかりと審査してまいります。 

 

 

 

 

 
 

 

思い出の里市営霊園の樹林型合葬式墓地 概要 

【特徴】 

・市営墓地の利用者が新しい樹林型合葬 speed 式墓地へ改葬できる制

度の創設 

・無縁化墓地の改葬整理の実施 

【スケジュール】 

・令和元年 5 月末完成 

・一般募集（数 500）令和元年 9 月頃 利用開始令和 2 年 3 月頃  

【施設内容】 

敷地面積 1,320 ㎡   

収容体数 16,000 体 

納骨用カロート 40 基 

献花台・焼香台 

シンボルツリー（3 本） 
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補正予算の概要 

１．健康・福祉の充実 

１）老人福祉センター「東楽園」の再整備に向けた設計を行います 

東楽園再整備事業（19,535 千円） 

東楽園再整備基本設計事業（継続費総額 42,977 千円） 

２）昭和 37 年 4月 2日から昭和 54 年 4月 1 日までに生まれた男性に対して、風しん抗体検査と

予防接種を行います 

感染予防事業（疾病予防対策課）（368,311千円） 

予防接種事業（220,926 千円） 

２．教育の充実 

 １）いじめ防止等の対策として、スクールロイヤーを活用した法律相談等を行います 

    いじめ防止対策推進事業（2,700 千円） 

２）指定避難所に指定されている市立高等学校 4 校の体育館の空調機設置工事に向けた設計等を行

います 

特色ある学校づくり事業（10,245 千円） 

３）良好な学習環境を確保するため、小学校 4校、中学校 2校のトイレ改修工事に向けた設計等を

行います 

小学校営繕事業（24,621 千円） 中学校営繕事業（10,132千円） 

３．交通の充実 

１）さいたま新都心に整備する長距離バスターミナルのうち、バス駐車場を令和元年 10 月 1 日に

先行的に供用開始します 

バス対策事業（4,700千円） 

幼児教育無償化の制度の具体化に向けた方針の概要 

１． 総論 

 幼児教育の無償化の趣旨：幼児教育の負担軽減を図る少子化対策、生涯にわたる人格形成の基礎を

培う幼児教育の重要性 

２． 対象者・対象範囲 

１） 幼稚園、保育所、認定こども園等 

・3～5 歳：幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育、企業主導型保育の利用料を無償 

 ・開始年齢…小学校就学前 3 年間を無償化  ただし、幼稚園は満 3 歳から無償化 

・保護者から実費で徴収している費用（送迎日、食材料費、行事日等）は無償化の対象外 

・０～2 歳：住民税非課税世帯を対象として無償化 

２） 幼稚園の預かり保育 

保育の必要性の認定を受けた場合、幼稚園に加え、利用実態に応じ、月額 1.13 万円までの範囲で

無償化 

３） 認可外保育施設等 

 ・３～５歳：保育の必要性の認定を受けた場合、認可保育所のおける保育料の全国平均（月額 3.7

万円）までの利用料を無償化 

・0～2 歳：保育の必要性があると認定された住民税の非課税世帯の子供たちを対象として、月額 4.2

万円までの利用料を無償化 


